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Ⅰ 単 著
⚑．『憲法訴訟における主張の利益』（大阪府立大学経済学部，1988 年）
⚒．『憲法訴訟要件論』（信山社，1995 年）
⚓．『憲法への招待』（岩波新書，2001 年）
⚔．『日本国憲法の論じ方』（有斐閣，2002 年）
⚕．『憲法』（有斐閣，2007 年）
⚖．『日本国憲法の論じ方』（有斐閣，第 2版，2010 年）
⚗．『憲法』（有斐閣，第 2版，2013 年）
⚘．『憲法への招待』（岩波新書，新版，2014 年）
⚙．『憲法』（有斐閣，第 3版，2017 年）
10．『憲法起案演習』（弘文堂，2017 年）
Ⅱ 共 著
⚑．『憲法 1 人権』（有斐閣，2000 年）（赤坂正浩と共著）
⚒．『憲法 2 統治』（有斐閣，2000 年）（赤坂正浩と共著）
⚓．『憲法 1 人権』（有斐閣，第 2版，2004 年）（赤坂正浩と共著）
⚔．『憲法 2 統治』（有斐閣，第 2版，2004 年）（赤坂正浩と共著）
⚕．『憲法 1 人権』（有斐閣，第 3版，2007 年）（赤坂正浩と共著）
⚖．『憲法 2 統治』（有斐閣，第 3版，2007 年）（赤坂正浩と共著）
⚗．『憲法事例演習教材』（有斐閣，2009 年）（大沢秀介，渡辺康行，松本和彦と
共著）
⚘．『憲法 1 人権』（有斐閣，第 4版，2010 年）（赤坂正浩と共著）
⚙．『憲法 2 統治』（有斐閣，第 4版，2010 年）（赤坂正浩と共著）
10．『憲法 1 人権』（有斐閣，第 5版，2013 年）（赤坂正浩と共著）
11．『憲法 2 統治』（有斐閣，第 5版，2013 年）（赤坂正浩と共著）
12．『憲法 1 人権』（有斐閣，第 6版，2016 年）（赤坂正浩と共著）
13．『憲法 2 統治』（有斐閣，第 6版，2016 年）（赤坂正浩と共著）
14．『憲法判例集』（有斐閣，第 11 版，2016 年）（野中俊彦＝江橋崇編著，補訂）
15．『憲法 1 人権』（有斐閣，第 7版，2019 年）（赤坂正浩と共著）
16．『憲法 2 統治』（有斐閣，第 7版，2019 年）（赤坂正浩と共著）
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Ⅲ 分担執筆
⚑．「最高裁判所裁判官の国民審査」遠藤浩＝福田平編『法令解釈事典』上巻 103 頁
（ぎょうせい，1986 年）
⚒．「チャーター・シティ」阿部照哉＝佐藤幸治＝園部逸夫＝畑博行＝村上義弘編
須貝脩一先生喜寿記念論文集『地方自治大系』1巻 269 頁（嵯峨野書院，1989 年）
⚓．「報道の自由と名誉・プライバシー」「国家賠償と損失補償」浦部法穂＝森英樹
＝大久保史郎＝山口和秀編『現代憲法講義』2〔演習編〕134 頁，217 頁（法律文
化社，1989 年）
⚔．「行政事件訴訟法第 2章第 1節§ 8〔第 8条〕（処分の取消と審査請求との関係）」
園部逸夫編『注解行政事件訴訟法』132 頁（有斐閣，1989 年）
⚕．「裁判所と司法権」「地方自治」浦部法穂編『憲法キーワード』197 頁（有斐閣，
1991 年）
⚖．「条例制定権の限界」長谷部恭男編著『リーディングズ現代の憲法』187 頁（日
本評論社，1995 年）
⚗．「憲法判断の条件」Ṥ口陽一編『講座憲法学』6 巻 131 頁（日本評論社，1995
年）
⚘．「第六六条」「第六七条」「第六八条」小林孝輔＝芹沢斉編『基本法コンメンター
ル・憲法』280 頁（日本評論社，第 4版，1997 年）
⚙．「生殖の自由と生命の尊厳」岩波講座・現代の法 14 巻『自己決定権と法』33 頁
（岩波書店，1998 年）
10．「新しい社会状況と憲法」紙谷雅子編著『日本国憲法を読み直す』204 頁（日本
経済新聞社，2000 年）
11．「最高裁判所裁判官の国民審査」ほか 杉原泰雄＝野中俊彦編著『新判例マニュ
アル・憲法Ⅰ――統治機構・人権 1』98 頁（三省堂，2000 年）
12．「第 2 章 自治体組織法制の論点――憲法理論の立場から――」自治体組織の多
様化に関する調査研究報告書『自治体組織の多様化――長・議会・補助機関の現
状と課題――』46 頁（財団法人日本都市センター，2004 年）
13．「第 2 章 国際法と国内法（特に条例）の関係と問題点――憲法の視点から
――」国際条約と自治体に関する調査研究報告書『国際条約と自治体』（財団法人
日本都市センター，2005 年）
14．ʠChapter 12 Standing to raise constitutional issues in Japanʡ Richard S. Kay ed.
Standing to Raise Constitutional Issues : Comparative Perspectives p. 319ff
（Bruylant, 2005）
15．「2 憲法訴訟論 （1）違憲審査の対象，（2）憲法訴訟の要件と手続」杉原泰雄
編『新版体系憲法事典』739 頁（青林書院，2008 年）
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16．「憲法と条例――人権保障と地方自治」北村喜宣＝山口道昭＝出石稔＝礒崎初仁
編『自治体政策法務』334 頁（有斐閣，2011 年）
17．「〔第 8 章〕地方自治 総説」「第 92 条」「第 93 条」芹沢斉＝市川正人＝阪口正
二郎編『新基本法コンメンタール 憲法』472 頁（日本評論社，2011 年）
18．「死者の個人情報の行方――死者とプライバシーの権利」松井茂記編著『スター
バックスでラテを飲みながら憲法を考える』33 頁（有斐閣，2015 年）
19．「憲法への招待」文部科学省検定済教科書 高等学校国語科用『新 精選現代文
Ｂ』236 頁（明治書院，2018 年）
20．「主張適格――憲法上の争点を提起する当事者適格」山本龍彦＝大林啓吾編『違
憲審査基準――アメリカ憲法判例の現在』253 頁（弘文堂，2018 年）
Ⅳ 論 文
⚑．「事件性の理論研究序説（1）（2・完）」法学協会雑誌 100 巻 12 号 2271 頁（1983
年），101 巻 1 号 156 頁（1984 年）
⚒．「第三者の権利を主張する当事者適格（1）（2）（3・完）」自治研究 60 巻 11 号
112 頁，60 巻 12 号 118 頁（1984 年），61 巻 1 号 126 頁（1985 年）
⚓．「『第三者の権利を主張する当事者適格』再論」Ἑ部信喜先生還暦記念論文集
『憲法訴訟と人権の理論』387 頁（有斐閣，1985 年）
⚔．「事件性の理論研究・その二」大阪府立大学経済研究 32 巻 3 号 53 頁（1987 年）
⚕．「地下鉄車内放送と『とらわれの聴衆』――大阪市営地下鉄商業宣伝放送禁止等
請求事件――最 3小判昭和 63・12・20」ジュリスト 938 号 40 頁（1989 年）
⚖．「憲法訴訟における主張の利益――我が国の場合（1）（2）」大阪府立大学経済研
究 34 巻 4 号 108 頁（1989 年），36 巻 1 号 240 頁（1990 年）
⚗．「生存権と司法審査――朝日訴訟と堀木訴訟の異同」法学教室 112 号 53 頁
（1990 年）
⚘．「名誉毀損的表現行為の司法的事前抑制」小林直樹先生古稀祝賀論文集『憲法学
の展望』541 頁（有斐閣，1991 年）
⚙．「事件性の要件と部分社会論」Ἑ部信喜先生古稀祝賀論文集『現代立憲主義の展
開』下巻 159 頁（有斐閣，1993 年）
10．「訴訟要件論」〔特集・違憲審査制の現在〕ジュリスト 1037 号 189 頁（1994 年）
11．「憲法訴訟の要件」〔特集・日本国憲法 50 年の軌跡と展望〕ジュリスト 1089 号
158 頁（1996 年）
12．「最高裁判所への上告制限――審級制度と裁判を受ける権利」法学教室 189 号 41
頁（1996 年）
13．「最高裁判決における憲法訴訟要件論の問題点」憲法理論研究会編『憲法五〇年
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の人権と憲法裁判』59 頁（敬文堂，1997 年）
14．「都道府県と市町村の関係――二層制の憲法原理的考察――」公法研究 62 号 212
頁（2000 年）（第 64 回日本公法学会〔1999 年 10 月〕部会報告）
15．「司法の現状分析――公法学の影響――憲法訴訟――」公法研究 63 号 57 頁
（2001 年）（第 65 回日本公法学会〔2000 年 10 月〕総会報告）
16．ʠStanding to Raise Constitutional Issues in Japanʡ立教法学 64 号 188 頁（2003
年）
17．「定住外国人の公務就任・昇任をめぐる憲法問題――最高裁平成 17 年 1 月 26 日
大法廷判決をめぐって――」〔特集・東京都管理職試験最高裁大法廷判決〕ジュリ
スト 1288 号 2 頁（2005 年）
18．「地方公共団体の組織と憲法」立教法学 70 号 215 頁（2006 年）
19．「地方公共団体の条例と国際条約」立教法学 73 号 223 頁（2007 年）
20．「地方自治」〔特集・日本国憲法 60 年――現状と展望〕ジュリスト 1334 号 123
頁（2007 年）
21．「『日の丸・君が代』強制についての憲法判断のあり方――学校儀式における教
師の場合――」立教法務研究 2号 1頁（2009 年）
22．「日本国憲法と地方自治」都市問題研究 61 巻 4 号（通巻 700 号）29 頁（2009
年）
23．「日本国憲法と天皇」世界 2009 年 6 月号（通巻 792 号）147 頁（2009 年）
24．「憲法と条例――人権保障と地方自治」〔連載・自治体政策法務⑧立法法務の課
題（1）〕ジュリスト 1396 号 128 頁（2010 年）
25．「司法の概念についての覚書き」立教法務研究 3号 33 頁（2010 年）
26．「道州の組織・機構のあり方――憲法の視点から」立教法学 80 号 111 頁（2010
年）
27．「知る権利・インカメラ審理と憲法」自由と正義 61 巻 9 号 44 頁（2010 年）
28．「長と議会の関係のあり方――一律二元代表制を憲法は要請しているか――」都
市とガバナンス 14 号 22 頁（2010 年）
29．「参議院議員定数配分について」立教法務研究 4号 1頁（2011 年）
30．「地方公共団体の課税権」立教法学 82 号 167 頁（2011 年）
31．「公務員の政治活動の制約に対する違憲審査」戸松秀典＝野坂泰司編『憲法訴訟
の現状分析』274 頁（有斐閣，2012 年）
32．「訴訟と非訟――婚姻届不受理をめぐる紛争を非訟事件として扱う憲法上の問題
点――」立教法務研究 5号 1頁（2012 年）
33．「条例の違憲審査」立教法学 85 号 1 頁（2012 年）
34．「生殖の自由」立教法務研究 6号 83 頁（2013 年）
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35．「パターナリズムと違憲審査」高橋和之先生古稀記念『現代立憲主義の諸相』下
巻 57 頁（有斐閣，2013 年）
36．「生存権と違憲審査」立教法務研究 7号 25 頁（2014 年）
37．「裁判所と違憲審査（76 条・81 条）」〔特集・条文からスタート憲法 2014 年〕法
学教室 405 号 42 頁（2014 年）
38．「憲法上の『地方公共団体』とは何か」自治総研 432 号（2014 年 10 月号）1頁
39．「情報公開法の改正に向けて」立教法務研究 8号 61 頁（2015 年）
40．「『公共の福祉』とは何か」高見勝利先生古稀記念『憲法の基底と憲法論』43 頁
（信山社，2015）
41．「憲法事例研究・その 1――司法試験出題問題を素材として――」立教法務研究
9号 249 頁（2016 年）
42．「放送の自由のために」浦部法穂先生古稀記念『憲法理念とその展開』431 頁
（信山社，2017 年）
43．「葬送の自由についての覚書き――散骨の許容性を中心として――」立教法学 99
号 253（30）頁（2018 年）
44．「司法権と違憲審査権――客観訴訟の審査対象」（統治構造において司法権が果
たすべき役割（3））判例時報 2375・2376 合併号（平成 30 年 9 月 11 日・21 日号）
3頁（2018 年）
45．「日本の地方自治に適した制度改革」都市問題 110 巻 4 号 72 頁（2019 年）
46．時論「在外国民は最高裁判所裁判官国民審査において審査権を行使できるか
――2019（令和元）年 5月 28 日東京地方裁判所判決をめぐって」ジュリスト 1538
号（2019 年 10 月号）58 頁
Ⅴ 判例評釈・研究
⚑．「昭和 53 年 3 月 17 日第二小法廷判決民集 32 巻 2 号 240 頁」（国が私人から承継
取得した私法上の債権についてされる納入の告知についても会計法 32 条の適用が
あるとされた事例）法学協会雑誌 97 巻 6 号 861 頁（1980 年）
⚒．「昭和 55 年 11 月 25 日第三小法廷判決民集 34 巻 6 号 781 頁」（自動車運転免許
効力停止処分後無違反・無処分で一年を経過した場合と右処分の取消を求める訴
えの利益）法学協会雑誌 100 巻 4 号 808 頁（1983 年）
⚓．「昭和 57 年 4 月 8 日第一小法廷判決民集 36 巻 4 号 594 頁」（学習指導要領の改
正と教科用図書検定規則 10 条，11 条による改訂検定の許否，学習指導要領の改正
と改正前の学習指導要領の下における改訂検定不合格処分の取消しの訴えの利益）
法学協会雑誌 102 巻 4 号 805 頁（1985 年）
⚔．ʠAllen v. Wright, 104 S.Ct.3315（1984）ʡ判例タイムズ 564 号 54 頁（1985 年）
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⚕．「第二次東京都議会議員定数訴訟」ジュリスト臨時増刊 887 号・昭和 61 年度重
要判例解説 10 頁（1987 年）
⚖．「情報公開と知る権利」別冊ジュリスト・憲法判例百選Ⅰ 128 頁（第 2 版，1988
年）
⚗．「投票済投票用紙の差押と憲法 15 条 4 項」法学教室 89 号別冊付録・判例セレク
ト ʼ87 6 頁（1988 年）
⚘．「外国人登録法改正と指紋押捺の合憲性」法学教室 101 号別冊付録・判例セレク
ト ʼ88 8 頁（1989 年）
⚙．「公文書の公開と住民の知る権利」法学教室 106 号 72 頁（1989 年）
10．「住職の地位確認と法律上の争訟」別冊ジュリスト・宗教判例百選 68 頁（第 2
版，1991 年）
11．「知事交際費に関する情報公開」法学教室 138 号別冊付録・判例セレクト ʼ91
13 頁（1992 年）
12．「公立工業高等専門学校の原級留置処分と司法審査」ジュリスト臨時増刊 1002
号・平成 3年度重要判例解説 7頁（1992 年）
13．「『成田新法』の合憲性――成田新法訴訟最高裁判決」法学教室 148 号 108 頁
（1993 年）
14．「原級留置の司法審査と公教育の宗教的中立性」法学教室 158 号 106 頁（1993
年）
15．「情報公開と知る権利」別冊ジュリスト・憲法判例百選Ⅰ 158 頁（第 3 版，1994
年）
16．「指紋押捺制度の合憲性」法学教室 190 号 78 頁（1996 年）
17．「電話傍受とプライバシー」法学教室 210 号別冊付録・判例セレクト ʼ97 3 頁
（1998 年）
18．「情報公開と知る権利」別冊ジュリスト・憲法判例百選Ⅰ 158 頁（第 4 版，2000
年）
19．「法律上の争訟と建物明渡請求」ジュリスト臨時増刊 1246 号・平成 14 年度重要
判例解説 7頁（2003 年）
20．「公正な論評の法理――長崎教師批判ビラ事件――」別冊ジュリスト・メディア
判例百選 34 事件（2005 年）
21．「情報公開と知る権利」別冊ジュリスト・憲法判例百選Ⅰ 172 頁（第 5 版，2007
年）
22．「憲法判例研究（1）――広島市暴走族追放条例被告事件・最 3小判平成 19・9・
18 刑集 61 巻 6 号 601 頁をめぐって――」立教法務研究 1号 169 頁（2008 年）
23．「司法書士会の会員に対する注意勧告の司法審査」法学教室 330 号別冊付録・判
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例セレクト 2007 10 頁（2008 年）
24．「自衛隊のイラク派遣と憲法 9 条」ジュリスト臨時増刊 1376 号・平成 20 年度重
要判例解説 9頁（2009 年）
25．「空港の騒音公害と人格権――大阪空港公害訴訟」別冊ジュリスト・憲法判例百
選Ⅰ 58 頁（第 6版，2013 年）
26．「厚木基地航空機運航差止控訴審判決」判例時報 2277 号 13 号（2016 年）
27．「千葉県議会議員の議員定数配分規定の適法性と合憲性」ジュリスト臨時増刊
1505 号・平成 28 年度重要判例解説 8頁（2017 年）
28．「公正な論評の法理――長崎教師批判ビラ事件――」別冊ジュリスト・メディア
判例百選 33 事件（第 2版，2019 年）
29．「空港の騒音公害と人格権――大阪空港公害訴訟」別冊ジュリスト・憲法判例百
選Ⅰ 52 頁（第 7版，2019 年）
Ⅵ 共同翻訳
⚑．M.J. ペリィ著・Ἑ部信喜監訳『憲法・裁判所・人権』（東京大学出版会，1987
年）
Ⅶ 外国文献紹介
⚑．Michael J. Perry, The Constitution, the Courts, and Human Rights（Yale
University Press, 1982） 国家学会雑誌 98 巻 1・2 号 179 頁（1985 年）
⚒．Fletcher, The Structure of Standing, 98 YALE. L. J. 221-91（1988） アメリカ法
1990-2 号 254 頁
⚓．James A. Gardner, The Failed Discourse of State Constitutionalism, 90 MICH. L.
REV. 761-837（1992） アメリカ法 1993-2 号 232 頁（1994 年）
⚔．Cass R. Sunstein, Whatʼs Standing after Lujan? Of Citizen Suits, Injuries, and
Article III, 91 MICH. L. REV. 163-236（1992） アメリカ法 1994-1 号 82 頁（1994 年）
Ⅷ 国際学会報告
⚑．Standing to Raise Constitutional Issues in Japan 2002 年 7 月 14 日～20 日 第 16
回比較法国際会議（the 16th Congress of the International Academy of Compara-
tive Law in Brisbane, Australia）・部 会（Topic IV. B. 3, Standing to Raise
Constitutional Issues）報告（ペーパー提出）
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Ⅸ 対談・インタビュー・講演記録
⚑．「対話で学ぶ行政法――憲法との対話――『地方自治』」法学教室 263 号 155 頁
（2002 年）（対談相手：高橋滋）〔宇賀克也＝大橋洋一＝高橋滋編『対話で学ぶ行政
法』（2003 年）所収 235 頁以下〕
⚒．「地方自治の本旨」と今後の地方自治の展望〈自治大学校講演〉月刊自治フォー
ラム 547 号 55 頁（2005 年）
⚓．「自治権侵害に対する自治体の出訴適格」研究座談会（阿部泰隆＝内野正幸＝渋
谷秀樹＝曽和俊文＝高木光＝常岡孝好＝棟居快行）兼子仁＝阿部泰隆編『自治体
の出訴権と住基ネット――杉並区訴訟をふまえて』43 頁（信山社，2009 年）
⚔．東大ナビ「教員インタビュー：渋谷秀樹先生（日本国憲法）」（2014 年）https://
www.todainavi.jp/archive/13872/
⚕．放送倫理検証委員会 10 周年記念シンポジウム「放送の自主・自律～放送と放送
人，そして BPO のあるべき姿を考える」（パネリスト・阿武野勝彦＝是枝裕和＝
宍戸常寿＝渋谷秀樹＝田畑正，コーディネーター・吉岡忍）放送倫理検証委員会
10 周年記念誌『放送の自由と規律，そしてBPOの役割』14（2018 年）
Ⅹ 小論・書評・辞典等
⚑．「違憲審査制」法学セミナー 36 巻 5 号 49 頁（1991 年）
⚒．「適正手続〔31 条〕」法学教室 141 号 38 頁（1992 年）
⚓．「違憲主張の適格」別冊法学セミナー・司法試験シリーズ・憲法Ⅰ 181 頁（第 3
版，1994 年）
⚔．「浦部法穂著『入門憲法ゼミナール』〈書評〉」法学セミナー 39 巻 8 号 117 頁
（1994 年）
⚕．「地方公共団体の権限はどのように配分されるべきなのか」法学セミナー 41 巻 4
号 36 頁（1996 年）
⚖．「裁判を受ける権利と非訟事件」ジュリスト増刊・憲法の争点 148 頁（第 3 版，
1999 年）
⚗．「演習・憲法」（連載・24 回）法学教室 223 号～246 号（1999 年～2001 年）
⚘．「国際条約と自治体条例」月刊地方自治職員研修 41 巻 7 号（通巻 574 号）32 頁
（2008 年）
⚙．「裁判を受ける権利と非訟事件」ジュリスト増刊・新・法律学の争点シリーズ・
憲法の争点 176 頁（2008 年）
10．「憲法の中の天皇」歴史地理教育 751 号 10 頁（2009 年）
11．『法律学小辞典』（有斐閣，新版から第 5版，1994 年～2016 年）の 33 項目執筆
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12．『コンサイス法律学用語辞典』（三省堂，2003 年）の 10 項目執筆
Ⅺ エッセイ
⚑．「偶然の交錯」（新しいスタッフの紹介）法学周辺 29 号 34 頁（2001 年）
⚒．「日本国憲法をʠ対話ʡする――『日本国憲法の論じ方』の刊行にふれて」書斎
の窓 524 号 6 頁（2002 年）
⚓．「私の読んだ三冊・私の書いた三冊」法学周辺 31 号 40 頁（2003 年）
⚔．「改憲論の真偽を見極める」憲法プロジェクト 2004 編著『日本の憲法・国民主
権の論点』62 頁（講談社，2004 年）
⚕．ʠWhy the Rush to Amend the Constitution? The Constitution of Japan Project
2004ʡ（Translated by Fred Uleman : Rethinking the Constitution（Japan Research
Inc. 2006）
⚖．「新司法試験考査委員と問題出題のあり方について」法学セミナー増刊・新司法
試験の問題と解説 6頁（2007 年）
⚗．「創刊の辞」立教法務研究 1号ｉ頁（2008 年）
⚘．「世界人権宣言 60 周年の意義――憲法学の立場から――」国際人権ひろば 81 号
4 頁（2008 年）（財団法人アジア・太平洋人権情報センター〔ヒューライツ大阪〕
機関誌）
⚙．「立教法科大学院」〔法科大学院研究科長に聞く〕受験新報 60 巻 6 号 6 頁（2010
年）
10．巻頭言「明日の来ない朝」受験新報 60 巻 9 号 5 頁（2010 年）
11．「母への手紙――大学教師への道」立教ローフォーラム 1号 4頁（2011 年）
12．「特集・あらためてたずねる――『人権』とは何ですか？ その 1 憲法学の立
場から」国際人権ひろば 101 号 4 頁（2012 年）（財団法人アジア・太平洋人権情報
センター〔ヒューライツ大阪〕機関誌）
13．「憲法研究の現状」立教ローフォーラム 5号 56 頁（2015 年）
14．「すべて国民は，個人として尊重される」――「個人（individual）」と「人
（person）」はどこが違うのか――月刊「同和教育」『であい』663 号 34 頁（公益社
団法人全国人権教育研究協議会，2017 年）
15．「『正義の原点』に耳をすます」〔特集 平和について考える〕月刊 MOKU2016
年 8 月号 86 頁（通巻 293 号）
16．「父への手紙――冥界へのカタバシス」立教ローフォーラム 9号 4頁（2019 年）
17．「心の旅路――忘れえぬ人々」立教ローフォーラム 10 号 34 頁（2020 年）
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Ⅻ 新聞・雑誌への投稿・コメント，テレビ・ラジオ出演等
⚑．「紳助のサルでもわかるニュース」讀賣テレビ 1995 年 2 月 14 日（「阪神大震災
復興計画」讀賣テレビ放送株式会社編『紳助のサルでもわかるニュース 3』43 頁
以下〔実業之日本社，1995 年〕収録）
⚒．「靖国千葉訴訟『憲法判断なし』」朝日新聞千葉版 2004 年 11 月 26 日朝刊
⚓．「自治体首長の多選制限〈対論〉」北海道新聞 2006 年 12 月 17 日（日）朝刊 2頁
⚔．こちら特捜部 「特例会見で注目 象徴天皇と政治性」東京新聞 2009 年 12 月 18
日朝刊
⚕．ラジオ出演「天皇の特例会見について」FM 放送 J-wave 「Jam the world」
2009 年 12 月 12 日
⚖．識者に聞く 民主が「捜査情報漏えい問題対策チーム」信濃毎日新聞 2010 年 1
月 20 日朝刊
⚗．論「憲法から考える前原氏への外国人献金――個人の浄財と判断すべき」信濃
毎日新聞 2011 年 4 月 30 日朝刊
⚘．論「知る権利明文化の意義」信濃毎日新聞 2011 年 6 月 8 日朝刊
⚙．論「秘密保全法 必要性に疑問」信濃毎日新聞 2011 年 12 月 28 日朝刊
10．「安倍首相＆フレンズ 『ただのハイテンションと思っていたら案外ガチ恐怖』
の根拠」プレイボーイ 13 号 42 頁（2014 年）
11．「考 集団的自衛権 『砂川』根拠 無理な解釈」中日新聞 2014 年 4 月 20 日朝
刊・東京新聞 2014 年 4 月 30 日朝刊
12．「安保法制懇 報告書を読む 根拠ない義理人情論」北陸中日新聞 2014 年 5 月
29 日朝刊
13．「知る権利行使 無料が原則」東京新聞 2014 年 10 月 5 日朝刊
14．「秘密指定懸念残し 運用基準 閣議決定」毎日新聞 2014 年 10 月 15 日朝刊
15．ʠNew Okinawa governor wants to block military relocation, Stars & Stripes
December 23, 2014（http://www.stripes. com/news/special-reports/year-in-revie
w-2014/new-okinawa-mayor-wants-to-block-us-military-relocation-1.320794）
16．「高浜原発再稼働差し止め――無責任の病理あらわに」東京新聞 2015 年 4 月 17
日朝刊
17．「9 条あるからこそ平和――キャンパる 在籍校の憲法学者 6 人に聞く どう見
る安保法案」毎日新聞 2015 年 7 月 10 日東京版夕刊
18．「司法試験漏えい問題」（匿名）朝日新聞 2015 年 10 月 8 日朝刊
19．「放送法」毎日新聞 2016 年 2 月 22 日朝刊
20．「憲法のいま 公布 70 年」共同通信 2 月 6 日取材・山形新聞 2016 年 3 月 7 日朝
刊，佐賀新聞 2016 年 3 月 10 日朝刊，静岡新聞 2016 年 3 月 13 日朝刊等地方紙 37
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紙に掲載。
21．「もう一度憲法 基本の基――日本にもあった，中世に『立憲主義』の芽生え。
ʠ権力・多数派・の暴走ʡに歯止めをかける憲法」（特集 憲法のあした）ビッグ
イシュー日本版 286 号 12 頁（2016 May 1）
22．「特定枠，違憲の恐れも」毎日新聞 2018 年 7 月 18 日朝刊『ミニ論点――参院 6
増きょう成立へ』
23．「参議院選挙比例代表に特定枠導入」RKB毎日放送ラジオ『仲谷一志・下田文代
のよなおし堂』生出演 2018 年 7 月 18 日
24．東京兵庫人だより「憲法著書 高校の教科書に」神戸新聞 2019 年 2 月 8 日朝
刊・総合 3面
25．「靖国懇談会 議事録が存在」信濃毎日新聞 2019 年 5 月 3 日朝刊・1面
26．「憲法訴訟論 戦争で失われた自由守るのが原点」信濃毎日新聞・連載「Ἑ部信
喜 平和への憲法学」第 6部インタビュー⑦ 2020 年 3 月 18 日朝刊
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